
事業事前評価表（技術協力プロジェクト）

作成日：平成18年12月11日
担当部：スリランカ事務所

1．案件名

スリランカ国全国廃棄物支援センター能力向上プロジェクト

2．協力概要

（1）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述

地方政府・州議会省に設けられた全国廃棄物管理支援センター（NSWMSC）が、関連省庁や州政府議
会と協力して、廃棄物管理国家戦略に沿った地方自治体の廃棄物管理事業を支援できる能力の向上を
図る。NSWMSCの組織管理、地方自治体による廃棄物管理アクションプラン策定支援及び同プランの
実施に関する支援等の活動を、NSWMSCが自立的に行えるように支援するため、プロジェクト活動で
選定するモデルプロジェクトをNSWMSCとJICA専門家が協働して取り組む実施プロセスを通じて、知
識・経験・ノウハウを蓄積する。

（2）協力期間

2007年3月から4年間

（3）協力総額（日本側）

3.5億円

（4）協力相手先機関

地方政府・州議会省 全国廃棄物管理支援センター
（National Solid Waste Management Support Center : NSWMSC）

（5）国内協力機関

未定

（6）裨益対象者及び規模、等

直接裨益対象者：NSWMSC監督官及び職員約20人
準裨益対象者： 対象州議会政府担当官 対象地方自治体担当官
※現時点では、本プロジェクトでアクションプラン策定支援の対象とする地方自治体数を13自
治体程度と想定するが、プロジェクト開始後に設定するキャパシティ・アセスメント結果等を勘
案して、スリランカ側と協議した上で決定する。

3．協力の必要性・位置付け

（1）現状及び問題点

スリランカ国（以下、「ス」国）では商業活動の活発化、生活の多様化に伴いごみの排出量も増加
し、収集された廃棄物が公共空間や河川、山林に投棄されて健康的な市民生活を損ない、環境悪化
（水質汚濁、悪臭等）、観光国としてのイメージ低下も招いているが問題の多くは放置されている。

「ス」国では、持続可能な廃棄物管理を目指して民営化等を促進する「廃棄物管理国家戦略」が
2000年に制定されたものの、実施責任を持つ330の地方自治体と監督責任を持つ8つの州議会政府の
能力（技術、運営体制準備、資金確保）不足のために改善が追いついておらず、廃棄物に起因する保
健衛生及び環境問題は今後一層深刻化することが懸念されている。

また、現状でも廃棄物管理事業費は地方自治体財政の20％から50％を占めており、廃棄物管理事業



の改善と持続可能な事業運営体制の構築は、地方自治体のサービス維持と改善にとって最大の課題と
なっている。

その課題に取り組むため、JICAは開発調査「地方都市環境衛生改善計画調査」を2002年3月から
2003年12月にかけて実施した。この調査では、地方都市における廃棄物管理計画を策定するための
パイロットプロジェクトを7都市で実施し、その結果、ベル収集の導入による住民参加型ごみ収集シ
ステム（収集車が音楽を鳴らして収集に来たことを知らせ、住民が収集車にごみを手渡す方式）によ
る収集改善、既存処分場の衛生改善、環境教育やリサイクル運動の促進、廃棄物モデル条例案の作
成、現地技術を用いた安価な衛生埋立処分場の建設等、廃棄物管理に関する提案事業の現地適用性の
実証が行われ、実質的な改善も見られた。

またJICAは、2003年1月から国別特設研修「スリランカ地方都市環境行政－名古屋に学ぼう」を実施
し、廃棄物管理事業を理解できる地方自治体行政官の人材育成を行ってきた。

加えて上記調査では、小規模な地方自治体が独自に廃棄物管理計画を策定したり、廃棄物管理技術者
が存在しない州政府が地方自治体を指導して廃棄物管理計画を策定したりすることは、技術的に困難
で非効率であることから、中央政府による地方自治体支援の枠組みを構築する必要を提言し、「ス」
国側実施機関で地方自治体の担当官庁である地方政府・州議会省に、地方自治体の廃棄物管理改善を
支援する「全国廃棄物管理支援センター（NSWMSC）」の設置と、併せて廃棄物管理事業に対する地
方自治体向きの融資制度の強化を提言した。

しかしながら、地方政府・州議会省には廃棄物管理に関する知見の蓄積と能力が不足しており、組織
体制整備から進める必要があったことから、独自で提言内容を実施することが困難となっていた。

また、「ス」国における廃棄物管理問題は以下のような社会経済的問題構造を含んでいるが、

地方自治体の財政状況の悪さ、行政能力の低さと絡んでいる。
住民参加の活用や収集システム改善によって収集運搬費用を削減し、将来的には最終処分の改善
費用を捻出する必要がある。
最終処分施設の選択においては維持管理費が極端に増大しない適正技術の導入を行う必要があ
る。
廃棄物処理施設建設に当たって住民合意形成、予算や決定の透明性の確保といった民主的な行政
手法が新たに導入される必要がある。
廃棄物問題が深刻な都市部ほど最終処分場の確保に困難がある。

これらは緊急な課題であると同時に、新たなアプローチを模索する試行錯誤と社会の成熟をまたねば
ならないが、廃棄物問題の深刻化と社会の関心の高まりを受けて「ス」国関係者には改革への強い意
志があり、開発調査の提言の実現と長期的な取り組みを本格的に始めるために、2004年8月に我が国
に対して技術協力プロジェクト「全国廃棄物管理プロジェクト」（以下、「プロジェクト」）を要請
した。

その後、同省は2004年12月に発生したインド洋津波被害への復旧・復興事業への対応に追われたた
め、プロジェクトの協力対象となるNSWMSCの設置に時間を要したが、2006年7月に同センターを
省内に正式に設置し、今後体制を強化していく予定である。

これに対してJICAは、2006年11月に事前調査を実施し、NSWMSCの実態、廃棄物管理の制度・組織
的枠組みの観点からプロジェクトの実施妥当性を改めて確認し、プロジェクトの基本計画を「ス」国
側と合意してプロジェクトの基本計画、実施体制、双方の責任分担等についてMinutes of
Meeting（M/M）に取り纏めた。

NSWMSCが機能を発揮するためには、実施能力の向上と同時に、広域プロジェクト実施手法構築への
支援や制度・社会システムの改善も視野に入れた「ス」国関係機関全体の問題解決能力の向上という
キャパシティ・ディベロップメントが必要とされており、また将来的には経済の中心地である大コロ
ンボ圏で廃棄物管理を行う民間セクターへの技術支援も必要になると考えられるが、現段階では優先
的な地方自治体において持続性の高い廃棄物事業が計画・実施されるよう、NSWMSCが必要な能力を
強化することを目的とする。

（2）相手国政府国家政策上の位置付け



2005年11月に大統領に選出されたラージャパクサ大統領が掲げる国家再生プログラム「マヒンダチ
ンタナ」（2005年）において、環境保全のための持続的な政策として、都市の固形廃棄物問題を解
決するためのプログラムの促進が掲げられており、適切な廃棄物管理の重要性が強調されている。

また、開発調査で作成された地方自治体向けの廃棄物管理モデル条例案の導入促進作業が遅ればせな
がらも手続きが進んでおり、「ス」側が独自で出来るところから廃棄物管理事業の改善を進めている
時期に、中央政府が地方自治体の廃棄物管理事業を支援する能力向上を目的とした支援を開始するこ
とは、タイミングとしても適当である。

（3）他国機関等の関連事業との整合性

ADBは、2005年11月にL/A署名した「地方自治体インフラ改善プロジェクト（LGIIP）」（500百万
ドル）を2011年10月まで実施予定。最低68自治体を対象として、上下水道、都市道路、廃棄物管
理、村落クリニック等の改善のための融資を提供する予定。2006年11月現在、審査中の5件のパイ
ロットプロジェクトに廃棄物管理事業が1件含まれている。ADBの事前の調査段階では廃棄物管理案
件が27件（8.6百万ドル）見積もられているが、融資のうちの無償部分比率が自治体規模に応じて4
割から6割程度の設定となっているため、収入が得られにくい廃棄物管理事業に対して、どの程度の
自治体が融資を申請するか観察が必要である。ただし、ADB融資を活用したプロジェクトと協調連携
して、全体の廃棄物管理システム改善を支援するモデルプロジェクトの可能性は考えられる。な
お、ADBは、LGIIP実施に先立ち「Strengthening Local Government Infrastructure Financing」と
して、地方政府・州議会省が管轄する地方自治体向け融資機関であるLLDF（ Local Loans and
Development Fund）のキャパシティ・ビルディングを行い、地方自治体への融資体制の強化を図っ
ており、将来は、NSWMSCが策定を支援するアクションプランの実施に必要な資金ソースとしての活
用が期待される。

世界銀行は「Decentralization and （Improving） Local Service Delivery in Sri Lanka」調査を実施
し、地方自治体向けの融資を検討中。現在、「ス」国政府との最終協議段階にあり融資額が未定であ
るものの、2008年に融資を開始する可能性もあり（協議の結論は2007年1月になされる予定）、廃
棄物管理事業も対象であるため、アクションプランに基づく事業実施への資金ソースとして活用可能
性が考えられる。世銀融資の場合、地方自治体のプロジェクト申請が承認されると、政府から地方自
治体に対しては資金が無償提供されることになる。

カナダのFCM （The Federation of Canadian Municipalities ）がCIDAの資金提供（9百万ドル）を受
けてCanada / Sri Lanka Municipal Cooperation Program （MCP）を実施中。2005年から4年間の計
画で東部州と南部州の特定地方自治体のキャパシティ強化、中央政府、州政府、地方自治体の関係強
化、及び技術支援を行っており、廃棄物管理も支援内容に含まれている。また、津波支援のための
Municipal Strategic Fund （MSF）も別途設置している。

USAIDは地方自治体に対する訓練提供、技術支援、住民参加を中心とする「Support Democratic
Local Government & Decentralization」を実施中で、自治体の状況に応じては廃棄物管理も対象に
なりうる。2006年度予算は約2百万ドル。上記のプロジェクトでも廃棄物管理事業も対象の一つとし
ているため、アクションプラン策定の段階から連携して、全体の廃棄物管理システムを改善支援する
モデルプロジェクトの可能性がありうる。

（4）我が国援助政策との関連、JICA国別事業実施計画上の位置付け（プログラムにおける位置付
け）

我が国は「対スリランカ国別援助計画」の中で、我が国の対スリランカ経済協力の目指すべき方向の
ひとつとして「環境保全型観光開発」分野に対する支援をあげており、環境保全型観光のを推進にあ
たって、都市部でのインフラ整備、生活環境・社会環境の保全（上下水道・大気汚染・一般廃棄物処
理等）を通じた「美しいスリランカ」を実現・維持する援助プログラム・プロジェクトの形成が不可
欠であるとしている。

また、2004年6月のG8サミットにおいて日本政府が提案した「3Rイニシアチブ」を受けて、2005
年4月に開催された3Rイニシアチブ閣僚会合及びこのフォローアップとして2006年3月に開催された
高級事務レベル会合では、途上国での3R推進に関する支援や、関係者間の協力のあり方等について議



論されている。

「ス」国へのJICA援助重点分野の一つとして「都市環境改善」が挙げられており、本件は「都市環境
プログラム」のコアプロジェクトとして位置づけられる。廃棄物管理事業は、地方自治体が抱える最
大の課題となっており、本事業の実施を通じて地方自治体の行政サービス向上に資することも期待さ
れる。

4．協力の枠組み

〔主な項目〕

（1）協力の目標（アウトカム）

1）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）

NSWMSCが、関連省庁や州政府などの関係者と協力して、廃棄物管理国家戦略に沿った地方自治体の
廃棄物管理事業を支援できるキャパシティを獲得する。

指標

（指標項目、数値、期日目標はプロジェクト初期段階で詳細に特定される）
【注】各指標は、プロジェクト活動として行うNSWMSCのキャパシティ・アセスメントやプロジェクトで対象とする地方自
治体の選定過程等において、段階的に詳細化する。

プロジェクト終了時に、

キャパシティ向上目標項目の7割以上が改善される。（キャパシティ向上目標項目は活動1-1で
個人の資質、組織の能力を多方面から分析して設定される）
プロジェクト関係者が、NSWMSCのキャパシティが改善されたと評価する。

2）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）

地方自治体が廃棄物管理事業を改善する。

指標

（＊対象地方自治体の特定条件及び詳細な指標はプロジェクトの初期段階で設定される）

深刻な廃棄物問題を抱える地方自治体…＊カ所において、

廃棄物による健康、安全、環境への負のインパクトが減少する。
不法な投棄が全体で…＊％かそれ以上減少する。
廃棄物の発生量が2007年を基準として…＊％かそれ以下になる。
廃棄物収集率が2007年を基準として…＊％以上増加する。
廃棄物回収サービス、ガイドライン等が定期的＊に見直される。
市民社会における明らかな意識の変化が観測される

（2）成果（アウトプット）と活動

1）成果1

NSWMSCの組織管理のキャパシティが強化される。

指標

（＊指標項目、数値、期日目標はプロジェクト初期段階で詳細に特定される）

NSWMSCがキャパシティ・アセスメント手法及びキャパシティ向上目標項目を理解し、プロ
ジェクト開始時点のキャパシティを認識する。
プロジェクト終了までに以下の結果が得られる。

明確な業務プロセスと意志決定プロセスの基にNSWMSCが業務を行える。



「廃棄物管理」情報システムを用いて、NSWMSCがリソース（適正技術、関連情報）の有
効活用を進め、地方自治体、州政府及び中央省庁といった関係者に対して、廃棄物管理関
連の情報を…＊程度提供する。
NSWMSCが、活動計画等を記載した包括的なNSWMSCの中期計画を更新できる。
NSWMSCが、廃棄物管理国家戦略の推進状況や提言に関する年次報告書を発行する。
NSWMSC職員全員が集中訓練を受けて、全員が廃棄物管理に関する基礎知識を得る。
NSWMSCが、廃棄物管理分野のドナー等の国際機関や国内関連機関とのネットワークを確
立し、定期的に会合が開催される。
プロジェクトの目的とその成果に対して、一般市民と専門家の認識の高まりが意識調査に
よって確認される。

活動

1-1 NSWMSCのキャパシティ・アセスメントを行う。

1-2 NSWMSCのマネジメント体制の改善を行う。

1-3 NSWMSCの業務プロセスを整備する。

1-4 「廃棄物管理」情報管理システムを構築する。

1-5 NSWMSCの中期計画を策定する。

1-6 「廃棄物管理国家戦略」の推進、検討、提言活動を行う。

1-7 NSWMSCの人的資源管理計画策定と研修を実施する。

1-8 廃棄物管理分野のドナー・コーディネーションと外部資源の活用促進を行う。

2）成果2

NSWMSCが地方自治体の廃棄物管理アクションプラン策定を促進するキャパシティを獲得する

指標

（＊指標項目、数値、期日目標はプロジェクト初期段階で詳細に特定される）

プロジェクト終了までに以下の結果が得られる。
州、国レベルの政策に資するための地方自治体の廃棄物管理調査が…＊件以上行われる。
NSWMSCが選定ガイドラインあるいはクライテリアを用いて、アクションプラン策定の優
先対象地方自治体を選定できる。
地方自治体の廃棄物管理アクションプランが…＊件以上策定される。
廃棄物管理に関する専門的な研修を受けた関係機関の技術職員、専門職員が当初ターゲッ
トの…＊％に達する。
NSWMSCの活動に対する関係者の満足度の向上＊が確認される。

活動

2-1 地方自治体の廃棄物管理のデータを収集、分析し、地方自治体のキャパシティ・アセスメントを
行う。

2-2 アクションプラン策定の優先対象とする地方自治体を選出する。

2-3 廃棄物管理アクションプラン策定を支援する。

2-4 地方自治体や州政府等の関係者を対象とする研修実施を支援する。

3）成果3

NSWMSCが地方自治体の廃棄物管理アクションプラン実施を促進するキャパシティを獲得する

指標



（＊指標項目、数値、期日目標はプロジェクト初期段階で詳細に特定される）

プロジェクト終了までに以下の結果が得られる
地方自治体が廃棄物管理事業に利用できる各種ガイドラインや調達書類が整備される。
成果2で策定されたアクションプランのうち、…＊％以上が地方自治体によって効果的に
活用される。
廃棄物管理事業のグッドプラクティス（技術や情報）が地方自治体に提供できる。
NSWMSCが、アクションプランに記載されたプロジェクトの進捗と成果を判断できるモニ
タリングと評価を行える。
NSWMSCが、アクションプランに記載されたプロジェクトの達成状況を総合評価報告書と
して定期的＊に作成する。

活動

3-1 アクションプラン実施に関して調達管理と建設作業を技術支援する。

3-2 アクションプラン実施に関して維持管理活動を技術支援する。

3-3 アクションプラン実施後のモニタリングと評価を技術支援する。
【注】NSWMSCが地方自治体の廃棄物管理（計画、実施、運営・管理等の一連の業務）を技術面で支援するためには、経験
とノウハウの蓄積、リソースのネットワーク化、人材養成が課題となっている。開発調査では、JICA調査団主導でアクション
プラン作成やパイロットプロジェクトによる技術の導入と検証といった「結果の供与」を行ったが、本プロジェクトでは、開
発調査でJICA調査団が地方自治体に対して果たした役割をNSWMSCが自立的に行えるように支援することに目的があり、そ
のためには、策定されたアクションプランに基づき、その中から具体的な事例をモデルプロジェクトとして、センターとJICA
専門家が協働して取り組む。ただし、モデルプロジェクトの地域、内容は、本プロジェクトの活動項目である地方自治体の個
別のキャパシティ・アセスメント、アクションプラン策定支援のプロセス等を通じて選定されるものであり、選定プロセスそ
のものをNSWMSCの能力として得る必要があるため、埋立処分場建設に特化するものではなく、プロジェクト開始前の段階
では決定していない。

また、モデルプロジェクトに必要となる資金として、上記3．（3）に記述したLLDF及び他ドナーからの融資の活用可能性を
検討したが、プロジェクト開始時点ではこれらの活用可能性が低い。プロジェクト期間中に、NSWMSCによる一連の支援業
務を確立するための具体的事例の実践には一定の資金負担が必要となるため、融資制度や「ス」政府資金を活用できない場合
には、モデルプロジェクトの選定段階で、内容、持続性及び環境社会配慮面等を十分考慮して、本プロジェクトでの資金負担
を検討する。なお、ADB支援のLLDF融資案件等、他ドナー事業と協調連携して全体の廃棄物管理システム改善を支援するモ
デルプロジェクトの可能性はありうる。

（3）投入（インプット）

1）日本側（総額3.5億円）

コンサルタント（分野／人数／想定M/M）1）総括／キャパシティ・ディベロップメント、2）
固形廃棄物管理／3R、3）最終処分場／環境配慮、4）住民参加促進プログラム／社会配
慮、5）財務管理／ファンド計画。合計75M/M程度。
本邦及び／または第三国研修（研修科目はプロジェクト期間中に決定）
定期的・継続的な現地講習会、ワークショップ、セミナー、住民教育キャンペーン開催
現地コンサルタント傭上
供与機材（データ管理用機材等）
モデルプロジェクト実施の費用（モデルプロジェクトはアクションプランに基づき決定）

2）「ス」国側

カウンターパートとしてのNSWMSC職員配置
基本的な施設を備えた執務室（プロジェクトオフィス）
研修室、会議スペース
オペレーティングコスト等
その他、本プロジェクトで必要なもの

（4）外部要因（満たされるべき外部条件）

1）前提条件



廃棄物管理が「ス」国政府と他の意志決定者（政治家等）にとって優先事項である。
NSWMSC自体の予算が十分確保される。
NSWMSC職員が遅延なく採用される。
「ス」国が政治的、社会的に安定している。

2）成果（アウトプット）達成のための外部条件

新たに導入される地方自治体の廃棄物管理方法が地域社会に受け入れられる。

3）プロジェクト目標達成のための外部条件

国が廃棄物管理国家戦略を実践できるための予算配分を行う。
物価が極端に高騰しない。
適切な人材がNSWMSCに存在し、継続して勤務する。
地方自治体の財政難が軽減される。

4）上位目標達成のための外部条件

能力強化されたNSWMSCが積極的に地方自治体の廃棄物管理事業を支援する。
すべての関係者に明確な責任と義務が割り振られ、受け入れられる。
州政府、地方自治体が廃棄物管理アクションプランの実施継続に適切な予算を配分する。
政府機関と関係者が参加型手法の手順遵守に努力をする。
廃棄物処分場用地が確保される。
地方自治体がごみ収集を確実に行う。
地方自治体が廃棄物管理と施設整備のための資金ソースを得る。
地方自治体の廃棄物管理事業が政治的な影響を受けない。

5．評価5項目による評価結果

（1）妥当性

本プロジェクトは以下の理由から妥当性が高いと判断できる。

「ス」国政府は、国家環境条例、廃棄物管理国家戦略、医療廃棄物管理国家政策において適切な
廃棄物管理推進を強化しつつあるほか、本プロジェクトの実施機関である地方政府・州議会省
も、地方自治体による廃棄物管理の支援を優先課題としており、本プロジェクトは相手国の政
策、ニーズに合致している。
我が国「対スリランカ国別援助計画」の中で、環境保全型観光の推進にあたって、都市部でのイ
ンフラ整備、生活環境・社会環境の保全（上下水道・大気汚染・一般廃棄物処理等）を通じた
「美しいスリランカ」を実現・維持するとしている他、JICA援助重点分野の一つとして「都市環
境改善」が挙げられており、本件は「都市環境プログラム」のコアプロジェクトとして位置づけ
られる。
本プロジェクトは、相手国関係機関が廃棄物管理における問題解決能力を自発的、段階的に向上
させるという点に力点を置いており、JICA調査研究「開発途上国廃棄物分野のキャパシティ・
ディベロップメント支援のために」（2004年11月）で提言された今後の廃棄物分野の協力のあ
り方に適合している。
開発調査で案が作成された地方自治体向けの「廃棄物管理モデル条例」の導入促進作業が遅れば
せながらも手続きが進んでおり、今後複数の自治体が同条例を導入すると思われ、この時期に、
適切な支援を行う事業を展開することはタイミングとしても適当である。
地方自治体の規模が比較的小さく、また州議会政府による監督体制が技術者の存在を含めて非現
実的であること、また環境省、保健省、教育省、都市開発・水道省といった多くの関係者に働き
かけるという必要性があるという点からも、地方自治体の監督官庁である同省に専門的な支援セ
ンターを設置するというアプローチは適切である。
キャパシティ・ディベロップメントにおける包括性を確保するための第一歩としてNSWMSCの
強化にプロジェクト目標を限定し、その内発的な発展を期するというアプローチは現実的であ



り、適切である。
終了した開発調査の経験とノウハウが十分に活かされることが期待され、他ドナーの地方自治体
支援の動きとの相乗効果も期待できる。
日本は準好気衛生埋立処分場の開発をはじめ、廃棄物管理においては高い技術と途上国支援にお
ける経験を有している。本プロジェクトはそのような日本の技術、技術者の経験を生かすことが
できる。

（2）有効性

本プロジェクトは以下の理由から有効性が高いと判断できる。

本プロジェクトの目標は、地方自治体の廃棄物事業の改善に必要なアクションプランの策定支援
やプランの実施に必要となる技術支援等を、中央レベルの専門機関であるNSWMSCが行うため
の機能を強化するという明確なものである。
プロジェクト目標の具体的指標はプロジェクト開始後に設定されることになっている
が、NSWMSCに求められる能力を技術、マネジメントの観点から分析し、現実的な成長ステッ
プを設定することで妥当かつ測定可能なものとなりうる。
成果で設定されている3つの項目は、NSWMSCが自身の組織強化を行いながら、地方自治体の廃
棄物管理のアクションプラン作りを支援し、その実行を技術的に支援するというもので、プロ
ジェクト目標を達成するために論理的に必要十分であり、かつ計画の詳細化段階であるアクショ
ンプランの策定段階で提案される様々なアイデアを受容するシンプルな構成となっている。
本プロジェクトのプライマリー・ターゲットであるNSWMSCの能力強化は、地方自治体の実施
能力を向上させるということにつながりプロジェクトは波及性を持つものである。
外部条件のうち「地方自治体の財政難が軽減される。」は、政治家の干渉や市民の反対などに
よって、「ス」国の現状からは簡単に満たされない可能性もあるが、「ス」国内では近年、地方
自治体の歳入増加策として地方税制改定に焦点が当てられているため、一定程度満たされる可能
性が高い。

（3）効率性

本プロジェクトは以下の理由から効率的な実施が期待できる。

地方自治体の廃棄物管理改善事業には最終処分にかかる初期投資が求められる場合もあるが、時
間がかかっても「ス」国側による資金確保の道が開拓されることを前提とし、中央政府の資金確
保や地方自治体の廃棄物管理に係る財政改善促進もプロジェクト活動の一部として期待されてい
る。同時に、計画策定、実施、モニタリング・評価という一連のプロセスをNSWMSCが経験
し、効率的に能力向上ができるように一定規模のモデルプロジェクトの実施をプロジェクトに組
み込んでいる。
本プロジェクトはNSWMSCの機能強化に目標を設定することで資源の投入を集中し、それに
よって問題を抱える多くの地方自治体の事業実施能力の改善を図るという展開を想定しており、
効率性は高い。
2003年1月から実施した国別特設研修「スリランカ地方都市環境行政- 名古屋に学ぼう」におい
て研修を実施した28名の帰国研修員（2006年分まで）の半数以上が地方自治体の意思決定レベ
ルの行政担当官として存在しており、プロジェクト実施や成果達成に向けたパートナーとして共
に活動することが期待される。

（4）インパクト

本プロジェクトのインパクトは以下のように予測できる。

実施促進が停滞している廃棄物管理国家戦略への提言活動も含まれ、より現実的で実効的な政策
へのインプットが期待されることから「制度・社会レベル」におけるキャパシティ・ディベロッ
プメントも期待できる。
NSWMSCが支援能力を向上することで、本プロジェクトでアクションプラン策定支援の直接対
象としない地域の地方自治体にも、NSWMSCが同様のサービス提供を広げていくことが十分に
期待される。



上位目標達成とそれによるインパクトの発現までには多くの外部条件が存在するが、関係者がそ
の段階的な成熟過程を共有し、ひとつずつ課題を解決していくことで確実に一定程度のインパク
トが望める。
適切なアクションプランの作成によって、地方自治体の場当たり的な最終処分場の決定がなくな
り、廃棄物管理のすべてのプロセスで長期的かつ健全な取り組みを促すことになる。
廃棄物管理に20％から50％の予算を使っている地方自治体には、廃棄物管理の効率的な実施等
によって財務体質の改善にも取り組める機会となり、廃棄物管理を含めた地方自治体の行政サー
ビスの質の維持・向上に資する可能性がある。
特に環境、社会面で以下のようなインパクトが期待できる。

地方自治体のアクションプラン策定に伴う収集効率の向上、収集範囲の拡大によりごみの
散乱、不法投棄が減り、市街地の排水渠へのごみの流入が減ることで衛生環境の向上、閉
塞の減少により降雨時の排水能力が向上する。
オープンダンピングサイトが改善されることで、周辺地域の生活環境が改善されるととも
に、多様な生態環境、生物多様性も保全することが出来る。
観光国として美観を損なうおそれが軽減される。
廃棄物の不法投棄による土壌汚染・水質汚染のリスク軽減、不法投棄される土地の価値の
低下を防ぐことが出来る。

（5）自立発展性

本プロジェクトの自立発展性は以下のように高いと予測できる。

廃棄物管理に対する一般市民の関心、地方自治体の問題意識、中央政府における問題解決に対す
る必要性の認識が近年高まっており、プロジェクトの成果によってNSWMSCに対する期待が一
層強まり、継続的な支援活動が各方面から支持されることが予想される。
開発調査の経験と説得力のある提言内容が「ス」国側のプロジェクト形成、計画策定における強
い主体性、オーナーシップを引き出しており、本プロジェクト実施中から内発的な発展が期待さ
れる。
「ス」国側は政策レベルへの提言にも積極的であり、政策や予算面での改善を通じてNSWMSC
がその能力を発揮する環境がさらに改善されることも期待できる。
NSWMSCは現在、地方政府・州議会省の既存スタッフの兼務体制で運営されている
が、NSWMSCの技術支援の中核となる技術者の雇用をプロジェクト開始前に行うべく手続きに
着手し、また、現在の同省職員からもNSWMSCへ専属配置する予定である他、廃棄物管理にか
かる一定規模の予算の確保が確実であるため、協力終了後もNSWMSCの活動の自立発展性が十
分に期待できる。
開発調査では現地習慣を考慮した収集改善や環境教育を実施しており、また最終処分場建設では
現地で調達可能な材料、技術、人材を用いて建設を行う等の配慮がなされており、その路線を継
承することで自立発展性を一層促進することができる。
ADBや世銀等の他ドナーは、廃棄物管理事業も対象に含む地方自治体向けの融資もしくは無償資
金を提供、もしくは提供予定であるため、本プロジェクトの成果によって、これら資金を活用し
たアクションプランの実施が推進されることも十分期待される。

6．貧困・ジェンダー・環境等への配慮

本プロジェクトでは、アクションプランに基づき実施を検討するモデルプロジェクトにおいて、
最終処分場の新設または既存施設の改善が含まれる可能性もある。環境社会配慮の対象となりう
るのは最終処分場であるが、事業規模が大きくないことから、重大な環境・社会への影響は想定
されないが、最終処分場新設・拡充に伴い、悪臭、水質汚染等による周辺環境への影響や土地利
用の制限等による社会影響が生じる可能性があるため、環境社会配慮ガイドラインに基づいた適
切な配慮を行う。「ス」国は生物多様性や貴重種の存在でも知られており、海洋沿岸の水質保全
は観光産業にも影響することから環境への影響を最小限にする必要があり、特に最終処分場用地
の選定においては長期的視点での慎重な検討が求められる。
「ス」国の地方自治体における女性議員の割合は1.4から4.0％と低く、行政機構の意思決定レ
ベルでも女性ポストの占める率は低くとどまっている（UNESCAP「STATE OF WOMEN IN



URBAN LOCAL GOVERNMENT SRI LANKA」による）。廃棄物管理活動の改善活動の実施や、
処理施設建設の合意形成段階においては、女性のアイデアや意見が十分尊重されるよう
NSWMSCが自治体に働きかけることが必要である。

7．過去の類似案件からの教訓の活用

2002年3月から2003年12月にかけてJICAが実施した開発調査「地方都市環境衛生改善計画調
査」では、7つの地方都市でパイロットプロジェクトを行い、収集改善、既存処分場の衛生改
善、環境教育センターの設置、学校リサイクル、ゴミ教育絵本、廃棄物モデル条例案の作成等を
行った。パイロットプロジェクトの経験から、安価かつ現地で入手可能な技術の採用、廃棄物管
理の実施責任を有する地方自治体の実施や予算手当てに係るコミットメントの必要性、住民理解
及び参加促進の重要性などが教訓として得られた。また、パイロットプロジェクトと同様の活動
を「ス」側独自で実施するには、経験・知識・ノウハウが十分蓄積されていないため、上位目標
達成には、NSWMSCが開発調査でJICA調査団が果たした役割を担えるように、JICA専門家との
協同作業による実施プロセスを通じて、能力の向上を図る必要がある。
ラオス国ビエンチャン市破棄物管理事業の受益者負担システムの導入による財務強化の実例や、
パラオ国廃棄物改善プロジェクトのプロジェクト目標の指標である「キャパシティ向上目標項
目」の設定手順とそのモニタリング状況等も参考とする。
「ス」国では多くの廃棄物管理事業が住民反対で事業計画の変更に追い込まれている。また、
トップダウンによる建設事業で有効活用されない施設も少なからず存在する。そのようなバッ
ド・プラクティスを関係者で共有し、失敗から真摯に学ぶ必要性を強調することも有効である。

8．今後の評価計画

2008年12月 中間評価
2010年9月 終了時評価
2014年2月 事後評価


